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投資・財政計画（第４次案）策定に向けた検討状況 

 

投資・財政計画（第４次案＝最終案）の策定に向けた検討を進めるにあたり、補填財源の算定

方法を見直しました。この見直し結果及び現在の計画検討状況を踏まえると、使用料改定率に

ついては、投資・財政計画（第３次案）の「３５％程度」から変動するものと想定しています。 

次回の第７回審議会では、投資・財政計画（第４次案）を策定・提示し、必要となる使用料改定

率の確認と使用料改定案への反映を行います。 

 

 

１ 投資・財政計画（第３次案）における改定率 

 

投資・財政計画（第３次案）では、使用料算定期間（２０３０年度まで）を通した経営安定化に向

けて、以下（１）～（３）の“３つの観点”を考慮して試算を行い、必要な改定率は「３５％程度」とな

った。 

 

（１）毎年度、経費回収率１００％を達成 

●目安として算定した２９％改定の場合、算定期間平均の経費回収率が１００％となるものの、

実際には年度ごとに収支にばらつきがあるため、２０２９年度以降１００％を下回る見込み 

●２０２７～２０３０年度の各年度で経費回収率１００％を達成するためには、「改定率３３％」が

必要 

 

（２）毎年度、補填財源余剰額がプラス 

●資本的収支の不足額に対する補填財源を確保し、毎年度黒字で財政運営を行う必要がある 

●２０２７～２０３０年度の各年度に補填財源余剰額がマイナスとならないためには、「改定率 

３５％」が必要 

 

（３）現金残高１０億円以上を維持 

●資金ショート回避、施設更新需要や緊急事態に備えるための資金として、現金残高は１０～ 

２０億円程度を維持することが望ましいと考える 

●２０２７～２０３０年度の平均で現金残高を１０億円以上とするためには、「改定率３３％」が 

必要 

使用料算定期間の必要額と使用料収入　（投資・財政計画（第3次案）をもとに算出） （百万円）
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２ 補填財源の算定方法の見直し 

 

投資・財政計画（第３次案）で示した補填財源について、より実態に近い予測値にすること

はできないかという点に着目し、過年度の計画値と実績値（決算値）の比較を行った。 

その結果、補填財源の算定において、計画上の当年度純利益に加えて、「不用額等による

回復」を見込んだ調整を行うべきとの判断に至った。 

 

（１）「不用額等による回復」について 

●予算には事業に必要な額を計上するが、実際に執行するにあたっては、予算内で事業を行う

必要があることや事業の効率化や見送り・繰越等により、全額執行とはならない。そのため、

決算において、予算額と執行額に差額（執行残）が生じる構造となっている。 

●この差額（予算の「不用額」）により生じた財源は余剰にまわり、財源の残高がその分「回復」

する。投資・財政計画における財源の予測にあたっては、この差額を調整額として見込むこ

とで、より実態に近い予測値を算出できると考えられる。 

 

●現行の経営戦略においては、「不用額等による回復」の調整額として、過去の実績等から

2.7億円/年度が含まれていることが確認できた。 

●今後の補填財源の予測においても、「不用額等による回復」として 2.7 億円/年度の調整を

行うこととする。 

 

（２）補填財源の再算定について 

●投資・財政計画（第３次案）をもとに、「不用額等による回復」の調整として 2.7 億円/年度を

加えて補填財源の再算定を行ったところ、表のとおりとなった。 

●再算定の結果、投資・財政計画（第３次案）において改定率を高める要因となった補填財源余

剰額が改善し、マイナスとならない予測値となった。 

●これを踏まえ、上記１の“３つの観点”に照らしたところ、投資・財政計画（第３次案）ベースで

は「改定率３３％程度」でも各観点を達成できる、と考えられる。 
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３ 投資・財政計画（第４次案）の検討状況 

 

●投資・財政計画（第４次案）では、直近の労務単価や動力費の上昇傾向が顕著であることなど

の影響により、投資・財政計画（第３次案）ベースで算出した「改定率３３％程度」では毎年度

経費回収率１００％の達成が困難である見込みであるとなっている。 

●現在の検討状況によると、「改定率３４％程度」で上記１の“３つの観点”を達成できる見込み

である。そのため、今回審議会でお示しする使用料改定シミュレーション（資料３-２）は、「改

定率３４％」を想定した改定案とした。 

●次回審議会では、投資・財政計画（第４次案）を策定し、これに基づき必要となる使用料改定

率を再確認するとともに、使用料改定案への反映を行う。 

 

 

改定率ごとの予測値　（投資・財政計画（第3次案）をもとに算出） （百万円）

３４％改定 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

経費回収率　（％） 85.9% 106.5% 105.1% 103.5% 101.4%
補填財源余剰　（百万円）　 278.9 808.6 1,296.2 1,521.0 1,305.1
現金残高　（百万円） 291.0 821.0 1,308.2 1,532.7 1,317.2

３３％改定 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度

経費回収率　（％） 85.9% 105.7% 104.4% 102.7% 100.7%
補填財源余剰　（百万円）　 278.9 759.4 1,197.9 1,373.8 1,109.3
現金残高　（百万円） 291.0 771.8 1,209.9 1,385.5 1,121.4


